
7-1-1

                             所属：　  福祉課
一般会計

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 社会福祉事業 28,169 250 27,919 ○民生児童委員による生活困窮者、高齢者、母子世帯等の実態把握と援助活動、
1社会福祉費 　児童の健全育成など、地域福祉活動の組織的推進と指導強化を図ります。
2社会福祉 　　　・民生委員推薦会委員報償費（2,000円×12人×2回）   48千円 県10千円
事業費 　　　・民生児童委員退任記念品（5,000円×2人）　　　　　　   10千円

　　　・民生児童委員協議会活動補助金　　　　　　　　　　　　　3,417千円
　　　・中部民生委員協議会負担金（3,500円×65人）　　　　　228千円
　　　・県外研修旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16千円

○地域福祉活動の拠点である社会福祉協議会に補助金を交付し、福祉活動の推進
　を図ります。
　　　・人件費補助金　　18,200千円　（会長1人・局長1人・総務課正職員5人）
　　　・福祉センター管理費補助金　　4,250千円
　　　　　　社会福祉センター及び老人福祉センターを管理し、福祉団体、ボランティア
　　　　　　団体等の活動の場の提供、地域福祉活動を行います。
　　　・ふれあいのまちづくり事業補助金　　168千円
　　　　　　地域住民の多様化する生活上の問題を解決するために、民生児童委員等
　　　　　　による心配ごと相談（月4回）を行います。
　　　・さわやか福祉基金事業補助金　　 247千円
　　　　　　一人暮らし高齢者及び高齢者世帯で調理が困難な方へ、ボランティアによる
　　　　　　夕食弁当作り及び配達を行うとともに、安否確認を行います。
　　　　　　　配食数：6,800食（予定）

○社会福祉施設を整備した社会福祉法人に対し、福祉医療機構からの借入金に係る
　利子の一部を助成し、高齢化に伴う介護サービスの提供基盤の必要に応じます。
　　　・みどり園建設資金利子補給補助金　　294千円

○年1回戦没者追悼式を開催し、遺族参列のもと戦没者を追悼するとともに平和を祈
　念します。　実施時期：4月　　場所：カウベルホール　　参列者：220人（予定）
　　　・賃金（マイクロバス運転手賃金・2人分）　 16千円
　　　・需用費（生花・燃料費・弁当代等・事務費）　　　　 320千円
　　　・役務費(白布クリーニング手数料)　　　　　　　　　　　　6千円
　　　・使用料（カウベルホール会場使用料）　　　　　　　 　50千円
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7-1-2
                             所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

○遺族連合会、原爆被害者協議会へ補助金を交付し、歴史の伝承事業、会員の健
　康維持と福祉の向上、明るい平和社会の実現を支援します。
　　　・琴浦町遺族連合会補助金　　　　　　150千円
　　　・琴浦町原爆被害者協議会補助金　 　23千円

○国民年金の給付を受けることができない外国人又は外国人であった者に対し給付 県240千円
　金を支給し、福祉増進を図ります。
　　　・扶助費　25,000円×12月×対象者2人　　600千円

○一般事務に係る経費　　需用費　　46千円
○県社会福祉協議会負担金　　負担金　　80千円

28,169 250 0 0 27,919

3民生費 継続 老人福祉事業 18,449 2,622 5,021 10,806 ○身体上、環境上、経済的事情により、居宅での生活が困難な高齢者が養護老人ホ 個人負担
1社会福祉費 　ームに入所するための措置を行います。（Ｈ26年度実績：入所者1名） 21千円
6老人福祉費 　　　・報償費（入所判定委員医師1名×2回分）　　　　　4千円

　　　・委託料（老人福祉施設入所措置委託料2名分） 　　3,840千円
○高齢者クラブの活動の充実と発展を助長し、高齢者の生きがいづくりと健康維持を 県2/3
　　目的として、高齢者クラブへ補助金を交付します。 (国1/3
　　　・高齢者クラブ連合会運営補助金　　　836千円 県1/3)
　　　・高齢者クラブ連合会が行う健康づくり事業補助金　　　858千円 2622千円
　　　・高齢者クラブ地域支え愛活動支援事業補助金　　　600千円
　　　・単位高齢者クラブ補助金（40単位高齢者クラブ）　　　1,640千円
○高齢者の意欲や能力に応じた雇用の機会その他多様な就業機会の確保、高齢者 ふるさと

　の生きがいと健康づくりを支援します。 未来夢

　　　・県シルバー人材センター連合負担金　　　10千円 基金繰入金

　　　・シルバー人材センター運営補助金　　　5,150千円 5,000千円

○高齢者の生きがいを助長するため敬老会を実施する行政区へ補助金交付します。
　　　・敬老祝い助成金（115行政区）　　　4,350千円

○88歳、100歳以上の高齢者を対象に長寿を祝福して、祝い品を配布します。
　　　・扶助費（長寿祝品：88歳 154人・100歳以上 39人）　　　965千円
　　　・需用費（賀詞祝額）　　　54千円
○一般事務に係る経費　　需用費　　22千円
○75歳以上で、町民税非課税世帯の方に対し、はり・きゅう・マッサージ施術費助成
　券を交付し、施術費用の一部を助成します。
　　　・扶助費（助成券500円×12月×20人）　　　120千円
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                             所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 高齢者支援 2,480 2,480 ○緊急通報装置設置事業
1社会福祉費 サービス事業 　ひとり暮らし高齢者等の世帯に緊急通報装置を設置することで、急病や災害時等の
6老人福祉費 　緊急時に迅速かつ適切に対応します。

　　　・委託料（36人×12ヶ月分）　　999千円

　　　・扶助費（端末給付：設置8件・撤去8件）　　130千円

○外出支援サービス事業
　公共交通機関を利用することが困難な高齢者等に対して、医療機関までの送迎を
　行います。
　　　・補助金　　1,000千円

○外出支援サービス（タクシー料金償還払）事業
　公共交通機関を利用することが困難な高齢者等が、自宅から医療機関への入退院
　または介護施設への入退所等において、タクシーを利用する場合に、費用の一部を
　助成します。
　　　・扶助費　　18千円

○町有施設（老人ふれあい工房、赤碕高齢者憩いの家）を管理します。
　　　・役務費（火災保険料）　　54千円

○公用車使用に係る経費
　　　・需用費（燃料費・修繕料）　　174千円
　　　・役務費（手数料・自動車保険料）　　25千円

○一般事務に係る経費　　需用費　　80千円

20,929 2,622 0 5,021 13,286

3民生費 継続 心身障がい者医療費 3,905 3,905 ○身体障害者手帳3・4級および療育手帳B、精神保健福祉手帳2級所持者の方で
1社会福祉費 　町民税非課税者に対し、医療費の本人負担額の半額を助成し、健康の保持と世
9心身障がい者 　帯の生活の安定を図ります。　　　　　扶助費　　　　　3,905千円
　医療費 　  　【平成25年度実績対象者】身障3・4級　30人　療育B　15人　精神2級　30人

　　　【平成26年度実績見込み】身障3・4級　19人　療育B　11人　精神2級　25人

3,905 0 0 0 3,905
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                             所属：　  福祉課

国・県支
出金

地方債 その他

3民生費 継続 障がい者福祉事業 9,606 916 8,690 　障がい者の自立促進・生活改善・社会参加を増進するため、障がい福祉サービスの
1社会福祉費 充実を図ります。
10障がい者福祉費 　障がい福祉サービスを円滑に行うための費用等

　　　・報償費（身体障がい者相談員活動謝礼）　　　　       25千円
　　　　　　　　 （知的障がい者相談員活動謝礼）　　　         25千円
　　　・需用費　 消耗品費　（コピー代他）      　　　　　       55千円
　　　・役務費   
　　　　　通信運搬費　（郵券料他）　　　　　　　　　　　          14千円
　　　・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　○成年後見支援センター事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    403千円
　　　　　 中部圏域の各市町負担による成年後見支援センター運営のための委託料
　　　　　（成年後見ネットワーク倉吉） 【平成25年度実績】相談139件　法人後見2件
　　　　　 【平成26年度実績見込み】相談16件　法人後見2件
　　　・負担金・補助及び交付金
　　　  ○東伯郡身体障害者福祉協会負担金　　　　　　　　　　　     　　57千円
　　　　   地域社会の福祉充実に向けて、障がい者の社会参加と自立更生へ向けた各
　　　　　 種大会への参加及び事業を推進するための負担金。
　　　　○福祉フォーラムインとっとり15研修会負担金      　　　　　 　　　12千円
　　　　　【平成25年度実績】2名参加　　【平成26年度実績見込み】　参加者なし
　　　　○施設入所障がい児・者在宅生活支援事業補助金(2名）         108千円 県1/2
　　　　　 施設入所中の障がい者が自宅に帰省の際、入浴等の介助を行うヘルパーの
　　　　　派遣の助成を行います。
　　　　　【平成25年度実績】利用者1名　【平成26年度実績見込み】1名
　  　　○障がい児・者地域生活体験事業補助金 （2名）                     194千円 県1/2
　　　　   家族と同居している障がい者が民間ｱﾊﾟｰﾄなどで必要な支援を受けながら
　　　     地域生活を体験する機会・場となる事業を行うことにより、その社会的自立を
           促進します。
　　　　　【平成25年度実績】実績なし　【平成26年度実績見込み】1名
　　　　○町身体障害者福祉協会補助金　　　　　　　　　　　　  　　　　　　300千円
　　　　○障がい者グループホーム等夜間世話人配置事業　　　　　　 　1,402千円 県1/2
　　　　　 知的障がい者・精神障がい者グループホームをパニックや発作等を引き
　　　　   起こす恐れのある障がい者が利用する場合に、夜間世話人を配置する
　　　　   ことにより、利用者の安全を確保するとともに、グループホームの運営の
　　　　　安定を図ります。
　　　 　　【平成25年度実績】実利用者14名　　【平成26年度実績見込み】　9名
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                             所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 障がい者福祉事業     　  ○町手をつなぐ育成会補助金　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 90千円
1社会福祉費 　　　　○町精神障がい者家族会補助金　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　10千円
10障がい者福祉費 　　　　○障がい児・者在宅生活支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　 　　130千円 県3/4

　　　　　 手帳交付対象外の難聴児に対し、補聴器購入助成を行います。
           【平成25年度実績】1名　　【平成26年度実績見込み】　1名
　　　　○肢体不自由児者父母の会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　10千円
　　　　○日中一時支援充実事業補助金【新規】　　　　　　　　　　　　　　　700千円
　　　　　　受入定員を6名以上としている日中一時支援事業所に対して、補助金を
　　　　　交付し、事業の充実を図ります。
　　　　○住宅改修補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　 　666千円
　　 　　　住宅改良費を助成することにより、在宅生活を支援します。
　　       （市町村交付金対象事業）
　　　　　【平成25年度実績】申請なし　　【平成26年度実績見込み】　なし

　　　　○障がい者交通費助成（48名）　　　　　　　　　　　　　　  　　 2,232千円
　　   　 人工透析を必要とする患者及び就労B利用者等（公共交通機関利用者）に
　　　　  対して交通費の一部を助成し、福祉の増進を図ります。人工透析患者のうち、
　　　　　本人非課税者については距離に応じて助成額単価を前年度より拡充していま
す。　　　　　【平成25年度実績】対象者48名　　【平成26年度実績見込み】　44名
　　　○重度障がい者タクシー料金助成事業　　　　　　　　　　　　　 1,692千円
　　　　 重度障がい者が通院などにタクシーを利用する場合、タクシー料金の一部を助
成          することで日常生活の利便と社会参加の拡大を図り、福祉の増進を図ります。
　　　　　（108名）　　※透析患者については、助成額単価を前年度より拡充していま
す。　　　　　【平成25年度実績】対象者90名　　【平成26年度実績見込み】　102名
　　　○障がい者インフルエンザ予防接種給付費        　　　　　　　　　161千円
　　　　 対象見込　身障1・2級　83人　療育A　16人　精神1級　8人
　　　○重度在宅障がい者福祉手当         　　　　　　　　　　　　　  　1,320千円
　　　　 特別障害者手当（障害児福祉手当）受給者に対して、町が上乗せ支給して
　　　　している手当です。
　　　　　　重度在宅障がい者福祉手当 55人×2,000円×12ヶ月
　　　　　　　【平成25年度実績】対象者58人 　 【平成26年度実績】　対象者54人

継続 障がい児者を育 122 122  　重症心身障がい児者の利用する障がい福祉事業所に基準以上の看護師配置をし
てる地域の支援 た場合や医療機器の購入について費用を助成することで、より安心安全なサービス
体制整備事業 利用ができる環境を整えます。

　　　負担金　　 負担金（看護師配置・医療機器購入）　　　  　　　122千円
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国・県支
出金

地方債 その他

3民生費 継続 重度障がい児者 1,233 616 617   重度障がい児者の利用する障がい福祉事業所が１：１で支援対応した際に生じる 県1/2
1社会福祉費 等支援事業 報酬単価と現在の報酬単価の差額部分にあたる費用を助成することで、より安心
10障がい者福祉費 安全なサービス利用ができる環境を整えます。

　　  補助金（生活介護・放課後等デイサービス・短期入所事業所）　1,233千円
継続 自立支援 409,083 306,268 102,815 　 在宅及び施設の身体・知的・精神障がい者等の福祉の向上を図るため居宅

給付事業 介護・短期入所・ グループホーム・施設入所等の支援を行い、障がい者福祉の
向上を図ります。また、義肢、補聴器等の補装具を給付または、修理することで
日常生活や職業生活の便宜を図り、その福祉の推進を図ります。
　　　・需用費　 消耗品費　（自立支援医療受給者証他）  　　          60千円
　　　・役務費   
　　　　　手数料　（障がい福祉サービス費国保連支払手数料）　　　605千円
　　　・借上料　　国保連伝送システム端末借上料　　　　　　　　　　　　59千円
　　　・扶助費 国1/2
　　　　　障がい者補装具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,800千円 県1/4
　　　  　【平成25年度実績】給付件数32件　　【平成26年度実績見込み】　32件
　　　　　自立支援給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　403,559千円
　　　　居宅介護　　　18人× 27,770円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者20人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平成26年度実績見込み】 19人
　　　　療養介護　　　10人×245,830円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者10人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　    【平成26年度実績見込み】 10人
　　　　生活介護　　　63人×182,700円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者64人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 【平成26年度実績見込み】 63人
　　     短期入所　　　 3人× 18,333円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者3人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　 【平成26年度実績見込み】 6人
　　     施設入所支援　36人×103,009円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者38人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　 【平成26年度実績見込み】 38人
　     　就労移行支援　　3人×150,000円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者12人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　　　【平成26年度実績見込み】 4人
　　     就労継続支援Ａ型　13人×124,359円×12ヶ月【平成25年度実績】実利用者15人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　【平成26年度実績見込み】 14人
　　     就労継続支援B型　63人×129,629円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者62人

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 【平成26年度実績見込み】　  64人
　　     共同生活援助 35人×100,940円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者37人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　【平成26年度実績見込み】 36人
　     　宿泊型自立訓練　3人×121,666円×12ヶ月　【平成25年度実績】実利用者8人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　   【平成26年度実績見込み】　   6人
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7-1-7

所属：　  福祉課

国・県支
出金

地方債 その他
3民生費 自立支援 　　     計画相談支援（新規）　80件×16,060円
1社会福祉費 給付事業           計画相談支援（継続）　280件×13,060円
10障がい者福祉費 　             【平成25年度実績】(新規・継続あわせて）225件

　　　　　　　【平成26年度実績】（新規・継続あわせて）300件
　　　　　　　特定障害者特別給付費（家賃）　35人×10,000円×12ヶ月
　　　　　　　特定障害者特別給付費（入所）　36人×14,035円×12ヶ月
　　　　　　　【平成25年度実績】（家賃・入所あわせて）対象者75人
　　　　　　　【平成26年度実績見込み】　74人

継続 自立支援 35,707 26,686 9,021 　障がい認定の対象となった機能の障がいを軽減、除去し、あるいは代償
医療事業 することにより、日常生活能力を回復させることを目的とする医療について、

その医療費を給付します。
　　　・役務費   
　　　　　通信運搬費　（受給者証発送郵代）　　　　　　　　　　　       32千円
　　　　　手数料（自立支援医療費支払手数料）　　　　　　　　　　 　　93千円
　　　・扶助費 国1/2
　　　　　 更生医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 26,378千円 県1/4
　　　  　【平成25年度実績】対象者83人　　【平成26年度実績見込み】　対象者85人
　　　　　 育成医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　600千円
　　　  　【平成25年度実績】対象者7人　　【平成26年度実績見込み】　対象者5人
　　　　　 療養介護医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 8,604千円
　　　  　【平成25年度実績】対象者10人　　【平成26年度実績見込み】対象者10人

継続 特別障がい者 15,737 11,802 3,935 　　　○特別障がい者等手当　　　　　　　　　　　　　　　　　  　        15,737千円 国3/4
等手当支給 　　　　　　特別障害者手当 　　　　45人×26,000円×12ヶ月
事業 　　　　　　障害児福祉手当 　　　　10人×14,140円×12ヶ月
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7-1-8

所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 地域生活 18,530 12,217 14 6,299 　障がい児・者の自立促進・生活改善・社会参加を増進するために、障がい者
1社会福祉費 支援事業 地域生活センター運営や、意思疎通支援事業、日中一時新、日常生活用具の
10障がい者福祉費 給付などを行います。また、障がい福祉サービスを利用するために必要となる

障害支援区分の審査を行います。
　　　・報償費（実践発表者謝礼）　　　       　　　　　　　　　　24千円
　　　　　　　　 （手話通訳者謝礼）　　　 　　　  　　　　　　       8千円
　　　　　　　　 （成年後見報酬）　　　 　　　  　　　　　　       120千円
　　　・旅費　 費用弁償　（手話通訳者交通費）            　　 2千円
　　　・役務費   
　　　　　通信運搬費　（福祉電話基本料金）　　　　　　　　　22千円
　　　・手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　（成年後見手数料）　　　　　　　　　　　　 　　　100千円
　　　　　　　　（主治医意見書手数料）　　　　　　　　　　　　 303千円
　　　・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　○障害者自立支援システム保守委託料　　 　　　  363千円
　　　  ○障がい者地域生活支援センター事業　　　　　　1,850千円
　　　      中部圏域の各市町負担による障がい者の相談支援のための委託料
　　　　　　（仁厚会）【平成25年度実績】実利用者32名
　　　　　　             　【平成26年度実績見込み】 30名
　　　  ○意思疎通支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,647千円
　　　      中部圏域の各市町負担による手話通訳者派遣のための委託料 国1/2
　　　　○中部圏域障がい者障害者自立支援協議会運営委託料　　 1,079千円 国1/2
 　　　　　 中部圏域の各市町負担による圏域協議会事務局運営のための委託料
　　　　○聴覚障がい者生活支援事業　　　　　　　　　　　　　　 　　　  314千円 国1/2
　　　　 　中部圏域の各市町負担による聴覚障がい者の生活支援事業（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）
            のための委託料。
　　　　　（鳥取県聴覚障害者センター）　【平成25年度実績】実利用者3名
　　　　　　　　　　　　　　　　 　   【平成26年度実績見込み】　 3名
　　　　○点訳・朗読奉仕員養成研修事業　　　　　　　　　　　　　　 　　　  48千円 国1/2
　　　　 　中部圏域の各市町負担による点訳・朗読奉仕員養成研修のための委託料
             （赤十字奉仕団）　  【平成25年度実施】点訳：2名　朗読：4名受講
           　　　　　　　　　　　　　  【平成26年度実績】点訳：2名　朗読：2名受講
　　　　○手話奉仕員養成研修事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  361千円 国1/2
 　　　　　中部圏域の各市町負担による点訳・朗読奉仕員養成研修のための委託料 県1/4
　　　　　　（鳥取県聴覚障害者センター）　【平成25年度実績】　入門：4名　基礎:1名受 上限有
          　　　　　　　　　　　　　　   【平成26年度実績】入門：1名　基礎:2名受講
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7-1-9

所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 地域生活 　　　・負担金・補助及び交付金
1社会福祉費 支援事業 　　　  ○障がい者総合支援認定審査会ふるさと広域連合負担金　　   　544千円 国1/2
10障がい者福祉費 　　　　   障害支援区分認定審査会運営の為の中部広域連合への負担金。 県1/4

　　　  ○障がい理解促進研修補助金【新規】　　　　　　　　　　　　　　　   　900千円 上限有

　　　　　障がいについて理解を深めるための研修（講演会）の企画運営に対して
　　　　　補助する。
　　　・扶助費 国1/2

　　　　○障がい者日常生活用具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,931千円 県1/4

　　　　　　ストーマ装具等の日常生活用具を給付または、修理することで日常生活 上限有

　　　　 　の便宜を図り、その福祉の推進を図ります。
　　　　　【平成25年度実績】給付件数185件　　【平成26年度実績見込み】　205件
　　  ○日中一時支援事業給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　 2,784千円
　　　　　　障がいのある人の家族の就労や日常的に介護をしている家族の一時的な
　　　　　休息のため、障がい者を日中一時的に預かる場を提供します。
　　　　　【平成25年度実績】給付件数626日　　【平成26年度実績見込み】　800日
　　  ○移動支援事業給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　 　　　1,830千円
　　　余暇活動など社会参加のための外出の際の移動を支援します。
　　　　　【平成25年度実績】712時間　　【平成26年度実績見込み】　650時間
　　  ○自動車改造費助成・運転免許取得助成　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　　　自動車の改造や免許取得を助成し、社会参加を図ります。
　　　　　【平成25年度実績】給付件数  2件　　【平成26年度実績見込み】　　2件

新規 手話通訳者 80 80 　町主催事業に対して手話通訳者を派遣し、音声機能障がい等をお持ちの方との
派遣事業 意思疎通を図ります。　(10回分）

　
　　　・報償費（手話通訳者謝礼）　　       　　　　　　　  　　　　　　　60千円
　　　・旅費　 費用弁償　（手話通訳者交通費）            　　　　　　 20千円

新規 ぽかぽか 75 75 　精神障がい者等の仲間づくりや地域との交流の場として、デイケアを開催します。

サロン 　「ぽかぽかサロン」年間12回（月1回）開催
デイケア事業  　　 ・需用費　消耗品費（創作活動材料）　　　　　　　　　　　　　　　20千円

　　　　　　　　　食料費（調理実習材料費）　　　　　　　　　 　　　　　　40千円
　　　・使用料及び賃借料（野外活動入園料等）　　　　　　 　　　　　15千円

490,173 358,505 0 14 131,654
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7-1-10

所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 介護保険事業 312,774 81 19,756 292,937 ○特別対策（支援措置）事業の審査支払手数料　2千円
1社会福祉費 　障がい者自立支援法によるホームヘルプサービス利用者で、境界層該当者と所定の
11介護保険事業費 　要件に該当した場合に、利用料の全額助成を行う事業の審査に係る国保連合会

　審査手数料です。利用者1人を想定しています。

○特別対策措置負担金　6千円　　　　　上記事業に係る負担金です。

○社会福祉法人等による生活困難者に対する介護保険サービスに係る利用に係る
　利用者負担額軽減
　補助金　　１００千円
　低所得で特に生活が困難である者について、介護保険サービスの提供を行う社会
　福祉法人等が、その社会的な役割にかんがみ、利用者負担を軽減した場合に助成
　を行います。利用者2人を想定してます。

○サービス計画（ケアプラン）作成の委託　　4,320千円 国保連より
　要支援1又は2の方のサービス計画（ケアプラン）を、地域包括支援センターから各 計画費雑入

　居宅介護支援事業所へ委託します。　　（1件3,820円） 9756千円

○介護保険特別会計繰出金　308,346千円
　介護保険事業の運営に係る経費として、介護･予防給付費負担金、職員給与費及
　び事務費等を一般会計から介護保険特別会計へ繰出します。 ふるさと

　　　介護給付費　　　　　　　253,010千円 未来夢

　　　地域支援（介護予防）　3,421千円 基金繰入金

　　　地域支援（包括・任意）7,405千円 10,000千円

　　　職員給与　　　　　　　　　16,044千円
　　　事務費　　　　　　　　　　28,466千円

312,774 81 0 19,756 292,937

3民生費 継続 いきいき健康セ 545 1 544 ○高齢者の生きがいづくりと健康づくりを推進するため、介護予防・健康相談等を行う 施設使用料

1社会福祉費 ンター運営費 　施設の管理運営を行います。 1千円
12いきいき 　　・需用費（消耗品費）　　15千円
　健康センター 　　・　〃　　（燃料費）　　　　 9千円
　運営費 　　・　〃　　（光熱水費）　　210千円

　　・　〃　　（修繕料）　　  　20千円
　　・役務費（通信運搬費）　 31千円
　　・　〃　　（手数料：消防点検）　　27千円
　　・　〃　　（火災保険料） 　65千円
　　・使用料及び賃借料（使用料：下水道使用料）　　26千円
　　・備品購入費（施設備品：エアコン購入費）　　142千円

545 0 0 1 544
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7-1-11

所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 臨時福祉給付金 27,467 27,467 ○平成26年4月に消費税率が5％から8％に引き上げられたことから、所得の低い 国10/10
1社会福祉費 事業 　方々への負担の影響に鑑み、臨時的な措置として臨時福祉給付金を支給します。
14臨時福祉 　給付額は、所得の少ない家計ほど生活に必要不可欠な食料品の消費割合が
 給付金事業費 　高いことを踏まえ、平成27年10月から1年分の食料品の支出額の増加分を参考に

　設定されています。

　【給付対象者】

　　平成27年度市町村民税（均等割）が課税されていない方　
（ただし、ご自身を扶養している方が課税される場合、また生活保護受給者は対象外）
　　　給付対象者見込数　　　3,900人
　　　対象者　　老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金の受給者など
　　　　　　　　　　児童扶養手当、特別障害者手当等の受給者など
　　【給付額】
　　　給付対象者1人につき6千円

　　・職員手当等　　時間外勤務手当　　　　　　　　　　　　　　　　59千円
　　・賃　金　 　臨時職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,951千円
　　・需用費　　消耗品費　　　　　　　　　　  　 　　　　　　　　　　　20千円
　　・　〃　　　　印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　59千円
    ・役務費　　通信運搬費　　　　　　          　　　　　　       　468千円
　　・　〃　　　　手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　324千円
    ・使用料及び賃借料　　借上料   コピー機等             　　 186千円
    ・負担金、補助金及び交付金 　 臨時福祉給付金　　　　　23,400千円

27,467 27,467 0 0 0

3民生費 継続 特別児童扶養 52 52 0 　特別児童扶養手当申請窓口として、事務手続きを円滑に行うための費用
2児童福祉費 手当支給事業 　　需用費  　 消耗品費　（事務用品他）　　　　　               46千円 国10/10
1児童福祉総務費 　　役務費　　通信運搬費　（郵便料）　　　　　　　　　　　　　6千円

52 52 0 0 0

7-1-11

摘要事業内容
特定財源

一般
財源

　　　　　　　　財源内訳　　　　（千円）

款・項・目
新規
継続
の別

予算額
（千円）

目　合　計

目　合　計

事業名



7-1-12
所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 母子福祉事業 10,777 8,063 1 2,713 ○母子生活支援施設措置委託料 国1/2
2児童福祉費 　　配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情（DV、離婚調定中など）にある女子及び県1/4
4母子福祉費 　その方の監護すべき児童を、その保護者からの申込により母子生活支援施設に入

　させて、これらの方を保護し自立のための支援を行うものです。自立退所となった場
　合にも施設は相談その他の援助を行い、母子の自立を図っているものです。
　　これまで4件の措置委託を行ってきており、そのうち2件は就労の安定と適切に子ど
　もの養育ができるようになり、自立に至り退所となっています。
　　現時点で想定している2件については、いずれもDVによる入所です。安心安全な
　環境で心と身体を癒し、母は自立の意欲を回復し、子どもは情緒の安定や大人への
　信頼の回復、学力向上を図っていきます。
　　　　・委託料　　　2件（大人2人子ども6人）　　　　　　　　　　8,984千円
○助産施設委託料 国1/2
　　保健上必要があるにも関わらず、経済的理由により入院助産を受けることができ 県1/4
　ない場合において、その妊産婦から申込があったときには、その妊産婦に対し、
　助産施設において助産を実施するものです。
　　県内の助産施設は4施設であり、中部地区は厚生病院が助産施設です。生活保
　護世帯の助産を想定しており、取扱件数は数年に1件程度です。
　　　　・委託料　　　1件想定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　420千円
○母子家庭等対策総合支援事業費 国3/4
　〈高等職業訓練促進給付金〉
　　　就職の際に有利であり、かつ生活の安定に資する資格の取得を促進するため、
　　看護学校などの養成機関で2年以上修業する場合、修業期間中、高等職業訓練
　　促進給付金を支給し生活費の負担軽減を図るものです。併せて、養成機関卒業
　　時に高等職業訓練修了支援給付金を支給することにより、生活の負担の軽減
　　を図り、資格取得を容易にするものです。
　　　これまで2件の支給決定を行っており、うち1件については準看護師の資格を
　　取得・就職となっており、1件については26年度末の看護師資格取得を目指し
　　倉吉総合看護専門学校で修業中です。
　　　　・高等職業訓練促進給付金　　　1件　　　　　　　　　　　　　　　　1,250千円
　〈自立支援教育訓練給付金〉 国3/4
　　　ホームヘルパー講座など指定された教育訓練講座を受講することが自立に効
　　果的に図られると認められる場合、対象者が受講のために払った費用の20パー
　　セントに相当する額を支払うことにより、能力開発の取組を支援するものです。
　　これまで1件の支給実績があり、介護職の資格を取得し、就職に活かしています。
　　　　・自立支援教育訓練給付金　　1件（上限額）　　　　　　　　　　　100千円
○旅費　　普通旅費　　21千円　　　○その他事務費　　2千円　
　　　県外母子生活支援施設入所者、施設担当職員への面接を実施し、生活状況
　　の確認を行います。その結果により、入所継続の可否の判断をします。
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7-1-13

所属：　  福祉課

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 母子会育成・入学支 2,450 2,000 450 ○母子会助成金
2児童福祉費 度金・小口融資事業 　　　琴浦町連合会の活動を推進し、母子家庭等の問題解決や生活の安定に向け
4母子福祉費 　　て援助支援を図ることを目的として交付しています。

　　　母子会会員は27人であり、各種研修会を持ち会員相互の連携と親睦を図る
　　と共に各種大会へ出席し団体の社会的意識、役割を再確認しています。
　　　・負担、補助及び交付金　　　　　母子会助成金　　　　　　　　100千円
○入学支度金
　　　小学校・中学校に入学する児童を養育している配偶者のいない方（ただし、生活
　　保護及び所得税を納めている方を除く）に対し、ひとり親家庭の健全な育成を図
　　り、福祉の向上を推進する目的で支度金を支給します。このことは経済的援助の
　　一助となっています。
　　　・扶助金　　　　入学支度金　　　350千円　　（入学児童35人分×10,000円）
○母子世帯小口貸付 貸付元金収入

　　　母子家庭の経済的自立と生活の安定を図るため、町母子会へ資金の貸付を 100%
　　行っています。10万円を上限として無利子で貸付しますが、貸付決定、返還方法
　　は母子会で決定します。返還は翌年3月までとします。年間の貸付実績は15件～
　　20件です。母子会は町に対して翌年3月末までに一括返還とします。
　　　・貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
　　　　　20人×100,000円

13,227 8,063 0 2,001 3,163
3民生費 継続 障がい児通 9,089 6,777 2,312 　 障がいのある児童とその保護者に対し、必要な専門的支援を行うことで、生活能力
2児童福祉費 所給付事業 の向上など、日常生活の安定を図ります。
5児童措置費 　　　【平成25年度実績（サービス利用実人数）】

　　　　　　　放課後等デイサービス8人　保育所等訪問支援　2人
　　　　　　　児童発達支援7人　医療型児童発達支援3人
　　　【平成26年度実績見込み】
　　　　　　　放課後等デイサービス　8人　保育所等訪問支援　1人
　　　　　　児童発達支援　7人　医療型児童発達支援　3人 国1/2
　　役務費    手数料　（国保連請求事務手数料他）　　　　　53千円 県1/4
　　扶助費
　　　　 在宅の障がい児の福祉の向上を図るため、放課後等デイサービス、 保育所等
　　　  訪問支援、児童発達支援及び通所施設での医療費の支援を行います。
　　　　○障がい児施設通所給付費　　　　　　　　　　9,000千円
　　　　　　放課後等デイサービス　　　　 10人×40,000円×12ヶ月
　　　　　　保育所等訪問支援　　　　　 　　1人×10,000円×12ヶ月
    　　　　児童発達支援 　　　　　　　　　　7人×30,000円×12ヶ月
　　　　　　医療型児童発達支援　　　　　　3人×10,000円×12ヶ月
　　　　○障がい児施設医療給付費　　　　　　　　　　　　36千円

9,089 6,777 0 0 2,312
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7-1-14

所属：　  福祉課

国・
県支出金

地方債 その他

3民生費 継続 生活保護総務事業 2,361 941 1,420 　憲法第２５条に規定する理念『すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を
3生活保護費 営む権利を有する。』に基づき、生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の
1生活保護 程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立
　総務費 の助長を図ることを目的とします。（生活保護法第１条）

　そのため、被保護者の医療扶助適正審査のための嘱託医、また医療扶助事務を
担当する臨時職員を配置します。
　ケースワーカー及び査察指導員の資質向上を目的とし、全国研修の機会を確保し

　 ながら適正な保護実施をします。
　また、ニチイ学館委託によるﾚｾﾌﾟﾄ点検専門員により診療報酬明細書の資格審査、
内容点検を実施し、診療報酬決定の適正化を図ります。

　○嘱託医審査のための報酬
　    ・報酬　嘱託医（内科、精神科、歯科）　494千円
　○社会保障生計調査に係る報償費
　   調査に協力する被保護者世帯に対し、月額3,400円の費用弁償するものです。
　　　 ・報償金　　　　　82千円

　○所長、ケースワーカー、査察指導員の資質向上のための各種研修に充てる旅費 国1/2
　     ・旅費　普通旅費　358千円
　○事務費及び被保護者との面接、また施設入所者との訪問面接用公用車の維持
     費用
　     ･需用費　消耗品費　　　　79千円
　     ・　〃　　　燃料費　　　　 101千円
　     ・　〃　　　修繕費　　　　　 30千円
　○法２９条調査用郵券代、電話通信料及び診療報酬・介護報酬審査支払手数料
　     ・役務費　通信運搬費　　132千円
　     ・　〃　　　手数料        　233千円
　○被保護者の医療機関受診時のレセプトを外部業者へ点検委託する費用及び
　　レセプト管理システム保守料
　     ･委託料　レセプト点検委託　　　　　　　　　　　　　127千円 国3/4
　     ・　〃　　　レセプト管理システム保守　　　　　 　　139千円
　     ・　〃　　中部広域連合介護扶助審査判定委託料　7千円
　○被保護者等に対する見舞金支給要綱(県)に基づき、生活保護受給者に夏季
　　見舞金を支給します。
 　    ・扶助費　見舞金　　　　　573千円 県10/10

2,361 941 0 0 1,420
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7-1-15

国・
県支出

地方債 その他

3民生費 継続 生活保護扶助事業 252,828 193,998 100 58,730 　憲法により、国民に健康で文化的な最低限度の生活を保障することは、国の義務と
3生活保護費 され、この生存権を実現するための制度のひとつとして、生活保護法が制定されてい 国3/4
2生活保護扶助費 生活保護法により８つの扶助を行い、世帯の実情に合わせて必要な扶助をします。

　扶助費　237,298千円
　・生活扶助（衣食、光熱費等）　61,043千円

　 　・医療扶助（医療費、通院費）　148,009千円
　・住宅扶助（住宅家賃、住宅維持費）　15,914千円 返還金
　・介護扶助（介護サービス費）　9,491千円 100千円
　・教育扶助（教科書、学用品、給食費）　1,680千円
　・生業扶助（技能習得費）　745千円
　・出産扶助（出産費）　240千円
　・葬祭扶助（葬祭費）　176千円
　○施設事務費（救護施設への事務費）対象７人　15,230千円
　○就労自立給付金　２件想定　　　300千円
　生活保護から脱却すると、税、社会保険料等の負担が生じます。こうした点を踏ま
えた上で、脱却直後の不安定な生活を支え、再び保護に至ることを防止するために
　保護受給中の就労収入のうち、収入認定された金額の範囲内で一定額を仮想的に
積み立て、それを安定就労の機会を得た理由により保護廃止に至ったときに支給する
制度です。

252,828 193,998 0 100 58,730
３民生費  新規 自立相談支援事業 4,874 3,654 1220 　包括的な総合相談を実施し、生活保護に至る前の段階から早期に支援すること
４生活困窮者 により、生活困窮者状態からの早期自立を支援します。 国3/4
　自立支援費 相談者の抱えている課題を分析し、相談者の必要に応じた支援計画を策定します。
１生活困窮者 この支援計画に基づき、各種社会資源の活用や関係機関と連携しながら、継続して
　自立支援費 問題解決や自立に向けて支援を提供します。

○生活相談支援費　　　　　　　　　4,874千円
・委託料　専門の相談員を配置　　　　4,429千円
・旅費　相談支援員の養成研修旅費　　　145千円　　
・需用費　パソコン等の事務用品、訪問燃料費　　275千円
・役務費　連絡調整に係る郵便代　　　　　　　　　　　25千円

4,874 3,654 0 0 1,220
３民生費 新規 住宅確保給付金 306 229 77 　離職により住宅を失ったまたはその恐れのある生活困窮者に対し、安定的に就職
４生活困窮者 活動を行なうことができるよう、最長9ヶ月家賃相当額を支給します。 国3/4
　自立支援費 ○自立支援給付費　　　　306千円
１生活困窮者 ・住宅確保給付金　　月額34,000円×9月×1件
　自立支援費

306 229 0 0 77
1,166,699 602,639 0 26,893 537,167
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介護保険特別会計
7-2-1

所属：　  福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

1総務費 継続 一般管理 27,808 1,482 26,326 介護保険事業事務の円滑な運営を行います。 繰入金
1総務管理費 主な業務として６５歳到達者に対して介護被保険者証交付、介護認定更新の時期に
1一般管理費 併せて介護給付費通知を発送します。また、介護保険システムを使って、被保険者の

管理を総合的に行います。
　人件費（給料、手当等）2名　16,044円
　賃金（認定調査員２名、事務補助員２名）　6,448千円
　需用費（消耗品、印刷製本費）ほか　749千円
　通信運搬費（電話・郵便代）78千円
　介護保険ｼｽﾃﾑ保守委託料（ｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ）と介護保険制度改正　4,474千円 定額144千円

　使用料及び賃借料（介護給付費点数表ＣＤ）　15千円 7円×被保険者

1総務費 継続 一般管理 5,220 5,220 介護保険事業事務の一部を国保連合会へ分担し、それに伴う各種負担金・手数料を 繰入金
1総務管理費 支払います。（主治医意見書審査手数料：1,025件、介護給付費通知作成3,255件他）
2連合会負担金 　　手数料（主治医意見書審査手数料ほか）　220千円

　　要介護（支援）認定のための主治医意見書作成負担金5,000千円
1総務費 継続 包括支援ｾﾝﾀｰ 35,220 17,130 18,090 高齢者が住みなれた地域で自分らしく最後まで暮らし続けることができるようにさまざ 国 39.5%
1総務管理費 運営費 まな生活支援サービスが受けられる仕組み（地域包括ケアシステム）づくりを目指すた 県19.75%
3包括支援セン めの拠点として地域包括支援センターを運営し、介護予防に関するマネジメントをはじ 町19.75%
　ター運営費 めとする高齢者への総合的な支援を行います。主な事業としては、介護予防ケアマネ 保険料

ジメント、総合相談・支援、権利擁護、虐待早期発見・防止、地域のケアマネジャーなど 22.0%
の支援を行います。
　　・人件費（給料、手当、共済費）4名　　26,366千円
　　・賃金（臨時職員）3名　　6,298千円
　　・旅費（先進地視察：埼玉県和光市）　　251千円
　　・需用費（消耗品費・燃料費・修繕料）　　624千円
　　・役務費（通信運搬費・手数料・自動車保険料）　 377千円
　　・使用料及び賃借料（コピー機、公用車リース等）　　1,246千円
　　・負担金、補助及び交付金　　49千円
　　　（介護支援専門員研修負担金、認知症予防専門士講座参加負担金）
　　・公課費（自動車重量税）　9千円

1総務費 継続 一般管理 628 628 第１号被保険者保険料の賦課、徴収を行う費用です。 繰入金
2徴収費 　印刷製本費ほか　54千円
1賦課徴収費 　通信運搬費（郵便代）　574千円
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7-2-2

所属：　  福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

1総務費 継続 一般管理 2 2 第１号被保険者保険料の滞納処分を行います。 繰入金
2徴収費 　消耗品費　1千円
2滞納処分費 　郵便代　　　1千円
1総務費 継続 一般管理 4,017 4,017 要介護（支援）認定を行うための事務及び審査会費です。 繰入金
3介護認定審 要介護認定事務（二次判定）を中部ふるさと広域連合に依頼し介護認定審査会で判定
　査会費 します。
1介護認定審 介護認定処理に関する広域連合との事務処理を介護保険システムを活用し
　査会費 運用します。

介護保険システム保守等の維持管理を行います。
　認定審査会システム保守委託料　　234千円
　鳥取中部ふるさと広域連合負担金　3,783千円

1総務費 継続 一般管理 1,743 1,743 要介護（支援）認定を行うための調査及び事務費です。 繰入金
3介護認定審 要介護認定を行うため該当者に更新の案内・結果通知等の発送、認定調査の委託
　査会費 に関する事務（委託契約・支払い関係等）、主治医意見書作成依頼事務（県外分）
2認定調査等費 要介護認定に使用するＰＣの賃借に関する事務他

　需用費（消耗品、燃料費等）　75千円
　通信運搬費（電話・郵便代）　193千円
　主治医意見書作成手数料（県外分）　44千円
　認定調査委託料　1,431千円

1総務費 継続 一般管理 22 22 介護保険事業計画・高齢者福祉計画の策定等を行う委員会費です。 繰入金
4計画策定委 高齢となっても安心して暮らせるよう、健康づくりや介護予防に取り組み、たとえ介
　員会費 護が必要になっても可能な限り自立して暮らせる地域づくりを目指すことを目的に
1計画策定委 委員会で協議し、第6期計画の検証をします。年１回開催予定です。
　員会費 　委員報償費(年１回）　２２千円

1総務費 継続 一般管理 16 16 地域密着型サービス運営委員会と包括支援センター運営協議会を年1回同時開催し
ます。

繰入金
5包括支援セン ○地域密着型サービスの指定に関すること、指定基準及び介護報酬の設定に関する

こと　ター運営協議会費 　について協議します。
1包括支援セン ○包括支援センターの円滑かつ適切な運営及び、公平・中立性の確保に関して、必要

な　ター運営協議会費 　事項について協議し、事業運営に反映します。
　委員報償費(年1回）　14千円、消耗品費２千円
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適用款・項・目 事業内容

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円
予算額
（千円）

特定財源
一般財源

事業名
新規
継続
の別



7-2-3

所属：　  福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

2保険給付費 継続 給付事業 1,823,433 725,538 1,097,895 （在宅）
1介護ｻｰﾋﾞｽ等 国 27.29%
　諸費 県 12.5%
1介護ｻｰﾋﾞｽ等 （施設）
　諸費 　居宅サービス給付費（通所、訪問等）　892,696千円 国 22.29%

　施設サービス給付費（特養、老健等）　594,506千円 県 17.5%
　福祉用具購入費（特定介護用品）　1,718千円
　住宅改修費（自宅段差改修等）　5,407千円 支払基金
　サービス計画費（ケアプラン）90,106千円 28.0%
　地域密着型サービス給付　239,000千円 町 12.5%
（本町は認知症高齢者グループホームのみ） 保険料

22.0%
2保険給付費 継続 給付事業 87,560 34,837 52,723 国27.29%
2介護予防ｻｰ 県 12.5%
　ﾋﾞｽ等諸費 　居宅サービス給付費　70,800千円 支払基金
1介護予防ｻｰ 　福祉用具購入費　515千円 28.0%
　ﾋﾞｽ等諸費 　住宅改修費　3,661千円 町 12.5%

　サービス計画費　9,884千円 保険料
　地域密着型サービス給付費　2,700千円 22.0%
（認知症高齢者グループホームの要支援２の方への給付）

2保険給付費 継続 給付事業 2,600 1,034 1,566 国保連合会に委託しているサービス給付内容の審査手数料の支払を行います。
3その他諸費

1審査支払手数料 　審査支払手数料　2,600千円

2保険給付費 継続 介護給付費 600 600 介護給付費請求書電算処理に伴う手数料を国保連合会に毎月支払います。 繰入金
3その他諸費 請求書電算

2介護給付費請求書 処理システム料 　役務費　（共同処理手数料）　600千円
電算処理システム料

7-2-3

要介護認定者（要介護１～５）が介護サービスを利用した場合の保険給付を行いま
す。また、高齢者が住みなれた地域での生活を継続するために、身近な地域ごとに拠
点をつくり支援する｢地域密着型サービス」も行います。保険給付費の9割分を公費で
負担します。

予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容

要支援認定者（要支援１，２）が介護予防サービスを利用した場合の保険給付を行い
ます。保険給付費の9割を公費で負担します。

款・項・目
新規
継続
の別

事業名 適用
特定財源

一般財源



7-2-4

所属：　  福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

2保険給付費 継続 給付事業 45,500 18,103 27,397 利用者負担の1ヶ月の合計額が高額になり一定額を超えた時は、申請することで 国27.29%
4高額介護ｻｰ 超えた部分が「高額介護サービス費」として後日支給され、負担が過度 県 12.5%
　ﾋﾞｽ等費 にならないようにした制度です。 支払基金
1高額介護ｻｰ 　高額介護サービス費　38,480千円 28.0%
　ﾋﾞｽ等費 　高額支援サービス費　20千円 町 12.5%

　高額医療・高額介護サービス費　7,000千円 保険料
（年間の医療費と介護サービス費の自己負担額の合算が一定額を超えた場合に支
給）

22.0%

2保険給付費 継続 給付事業 65,000 25,859 39,141 施設入所等の食費、居住費は基本的には全額自己負担ですが、低所得者（介護保険
5特定入所者 料段階3段階まで）の方が安心して施設サービスを利用できるよう、所得に応じた負担
介護サービス等費 限度額までを自己負担し、残りの基準費用額との差額分を介護保険から給付する
１特定入所者 制度です。
介護サービス等費 　　特定入所者介護サービス費　64,948千円

　　特定入所者支援サービス費　52千円
3地域支援事事業 継続 二次予防事業費 68 26 42 ○要介護状態になるおそれが高い方（＝二次予防高齢者）に対し、二次予防事業 国 25.0%
1介護予防事業費 　（パワーリハビリテーション）を行うための対象者の選定を中部医師会に委託します。 県 12.5%
1二次予防事業費 　　　　・委託料（生活機能評価）　　　68千円 支払基金

28.0％
継続 通所型介護 3,494 1,203 2,291 ○将来要介護状態になるおそれが高い方（＝二次予防高齢者）に対し、要介護状態に 町 12.5%

予防サービス 　ならないための予防又は要介護状態等の軽減、若しくは悪化の防止を目的として 保険料　
　積極的な介護予防（ﾊﾟﾜｰﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ）を医療法人社団もりもとへ委託します。 22.0％
　　　・委託料　　　3,372千円
　　　・需用費（消耗品費）　　　40千円
　　　・役務費（通信運搬費）　　　82千円

継続 二次予防事業 6,097 2,286 3,811 ○二次予防事業（パワーリハビリテーション）の実施にあたり、実施前後に対象者宅を
評価事業 　訪問して聞き取り調査、リハビリスタッフと効果についての判定会を開き評価します。

　　　・人件費（給与・手当等：職員1人分）　　　6,097千円
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予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容款・項・目
新規
継続
の別

事業名 適用
特定財源

一般財源
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所属：　　　福祉課

国・県支出金地方債 その他
3地域支援事業費 継続 介護予防一次 17,013 5,756 11,207 全ての第1号被保険者を対象とする事業で、介護予防に向けた取組を実施する地域

社
国 25.0%

1介護予防事業費 予防高齢者施 会の構築を目的として、介護予防に関する知識の普及・啓発や地域における自主的な 県 12.5%
2一次予防事業費 策事業 介護予防に資する活動の育成・支援を実施します。 支払基金

また、認知症に対する正しい理解、認知症を予防する取り組み、また認知症になっても 28.0％
安心して暮らせるまちづくりを目指す活動を行います。 町 12.5%

保険料　
22.0％

○認知症をささえるまちづくりフォーラム　　341千円
　地域住民の認知症に対する偏見を取り除き、認知症を正しく理解していただき、住み
　慣れた地域で安心して暮らせるよう支援します。
　日常生活の中で出来る認知症の予防対策と、認知症になっても安心な地域づくりに
　ついての講演や介護予防教室・徘徊模擬訓練の体験発表を盛り込んで開催します。
　また、会場ロビーにおいて介護予防教室参加者の作品展示や、タッチパネル体験、
　介護予防事業の紹介コーナーを設け、啓発を図ります。
　開催時期：2月　　会場：カウベルホール　　参加人数：約400人　
　　　・賃金（マイクロバス運転手賃金）　　16千円
　　　・報償費（講師報償費、体験発表記念品）　　112千円
　　　・旅費（費用弁償）　　50千円
　　　・需用費（消耗品費、マイクロバス燃料費）　　55千円
　　　・使用料及び賃借料（カウベルホール使用料）　　108千円

   　　介護予防教室参加者の作品展示   　　　　　認知症予防についての講演
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款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

一般財源
事業内容 適用特定財源
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所属：　　　福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

3地域支援事業費 介護予防一次 ○介護予防フェスティバル　　180千円
1介護予防事業費 予防高齢者施 　日ごろ取り組まれている高齢者サークルや介護予防事業など元気高齢者の実践活
2一次予防事業費 策事業 　動報告、介護予防に関する講演を行い、町民の介護予防意識を高め、自立した生活

　が継続できるよう介護予防フェスティバルを開催します。
　また、会場ロビーにおいて介護予防事業の紹介コーナーを設け、啓発を図ります。
　開催時期：11月　　会場：まなびタウンとうはく　　参加人数：約100人　
　　　・報償費（講師報償費、体験発表記念品）　　110千円
　　　・旅費（費用弁償）　　50千円
　　　・需用費（消耗品費）　　20千円

   　　　　　介護予防事業の紹介コーナー    　　　　元気高齢者の活動発表

○ひらめきはつらつ教室、もの忘れ相談　　303千円
　①ひらめきはつらつ教室
　　認知症予防と早期発見を目的に、認知症の正しい理解と予防のための講話と、
　　介護予防体操、頭の体操を行います。
　　認知症早期発見のための簡単な検査（タッチパネル）も体験できます。
　　実施回数：20回　　　　　会場：各地区公民館
　　対象者：65歳以上の介護保険未認定の方
　②もの忘れ相談
　　認知症専門医師が、認知症に関する相談に個別に応じます。
　　実施回数：6回　　　　　　会場：保健センター・分庁舎
　　　　　・報償費（医師）　　240千円
　　　　　・需用費（消耗品）　　30千円
　　　　　・役務費（通信運搬費）　　33千円
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適用
特定財源

一般財源
款・項・目

新規
継続
の別

事業名
予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容
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所属：　　　福祉課

国・県支出金地方債 その他
3地域支援事業費 介護予防一次 ○介護予防教室（はればれ・いきがい）　　委託料　13,232千円
1介護予防事業費 予防高齢者施 　家に閉じこもり、要介護状態になるのを防ぐため、物忘れ・転倒予防、レクリエー
2一次予防事業費 策事業 　ションを取り入れた教室を開催します。（「はればれ」週1回・「いきがい」2週に1回）

　委託先：赤碕福祉会、立石会、社会福祉協議会
　会場：町内17会場（公民館ほか）
　対象者：65歳以上で要介護・要支援認定を受けていない人

○認知症予防専門士講座参加負担金　　50千円
　介護予防教室委託事業所職員の技術向上のため研修負担金です。

○温水利用の介護予防事業　　委託料　420千円
　温水プールを活用した歩行訓練や体操等を行うことで動作性・体力を改善し、自立し
　た生活が維持できるよう、みやがわ温泉保養所へ事業を委託します。
　12回分の利用券を交付（個人負担：500円/1回）
　対象者：65歳以上で要介護・要支援認定を受けていない人

○高齢者交流事業コーディネーター　　賃金（2名分）　2,020千円
　高齢者がいつでも立ち寄り、交流できる場所（旧中井旅館、桐谷家）にコーディネータ
　ーを配置し、高齢者同士や地域での交流を促進します。

○介護予防体操普及啓発　　417千円
　いつでも・どこでも・誰にでもできるよな簡単な体操を創作し、健康的な生活が維持で
　きるよう普及啓発していきます。
　体力的な若返り効果を検証するために、体操を継続して実践できる環境を整え、普
　及員を養成します。また、定期的に体力テストを実施し、効果を判定していきます。
　　　・報償金（普及員養成講座講師報償費）　　235千円
　　　・需用費（消耗品）　　20千円
　　　・委託料（ＤＶＤ作成委託料）　　162千円

○徘徊模擬訓練　　需用費　20千円
　認知症になっても安心して暮らせるまちづくりを目指し、町内小学生や介護事業所、
　民生児童委員などが協力して徘徊者を発見する等の訓練を行います。

○その他経費　　30千円
　認知症サポーターテキスト代等です。
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款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円
事業内容 適用特定財源

一般財源
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所属：　　　福祉課

国・県支出金地方債 その他
3地域支援事業費 継続 地域介護予防 1,819 682 1,061 ○高齢者サークル活動支援事業 国 25.0%
1介護予防事業費 活動支援事業 　気の合う仲間や、同じ趣味の仲間で活動するサークルに対し、月額2,000円を助成 県 12.5%
2一次予防事業費 　し、その活動を支援します。元気な高齢者はもちろん日常生活に不安を感じている 支払基金

　高齢者も一緒に社会交流することで健康状態の悪化をを防ぎ、介護予防を図りま
す。

28.0％
　　　・役務費（通信運搬費）　　19千円 町 12.5%
　　　・委託料（2,000円×12月×75団体）　　1,800千円 保険料　

22.0％
継続 介護ボランティ 697 261 436 ○介護予防を目的に介護施設・地域等でボランティアを実施することで介護予防の大

ア事業 　切さを認識してもらうと共に、活動を通じて生きがいをみいだし、元気高齢者を増やし
　ます。活動に応じてポイント付与し、ことうら商品券と換金します。
　26年度は活動場所を地域にも広げ、高齢者のちょこっとした困りごとに対して支援す
　することも活動対象とします。（ごみだし、電球交換、代読・代筆、布団干し等）
　　　・役務費（保険料）　　9千円
　　　・委託料（社協への委託料）　　588千円
　　　・扶助費（介護ボイランティア助成券：商品券）　100千円

3地域支援事業費 継続 任意事業 1,440 843 597 ○家族介護用品支給費 国 39%
2包括的支援事 　要介護者を在宅で介護している者に対し、介護用品の購入費を助成 県19.75％

　業・任意事業費 　することで、経済的負担の軽減を図り、福祉の増進に寄与します。 町19.75％

1任意事業費 　助成額：48,000円（助成券を交付） 保険料　
　対象者：介護を必要とする要介護1～5の人を在宅で介護する 22.0％
　　　　　　町民税非課税世帯の人
　　　・扶助費（家族介護用品支給費）　　1,440千円

継続 介護給付等費 1,164 681 483 ○介護給付費適正化研修会
用適正化事業 　年1回、町内介護保険事業所対象に研修会を開催し、事業所が不適切な介護給付を

　せず、利用者にあった介護サービスが提供できるよう指導強化します。
　専門講師による研修も併せて計画しています。
　　　・報償費　　12千円

○ケアプラン点検員を各事業所に派遣してプラン点検を行い、ケアマネジャーを指導
し、　ケアマネジャーの資質向上を目指し、自立支援に向けたプラン作成につなげます。
　　　・ケアプラン点検委託料　　1,152千円
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適用
一般財源

事業内容款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額
（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円
特定財源
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所属：　　　福祉課

国・県支出金地方債 その他
継続 成年後見制度 220 129 91 ○成年後見制度利用支援事業 国 39%

利用支援事業 　判断力が十分でない高齢者の自立の援助、福祉の増進を図るため、成年後見制度 県19.75％

　を活用し、支援していくとともに制度の普及啓発を図ります。 町19.75％

　　　・報償金（後見人等報酬）　　120千円 保険料　
　　　・手数料（鑑定料、収入印紙ほか）　　100千円 22.0％

継続 地域自立生活 4,333 2,283 2,050 ○生活管理指導員派遣事業
支援事業 　基本的生活習慣が欠如しているなど社会適応が困難な高齢者に対して、生活指導

　員が訪問し、日常生活に関する支援、指導を行います。
　委託先：琴浦町社会福祉協議会
　対象者：65歳以上のひとり暮らし高齢者等で、要介護・要支援認定を受けていない人
　　　・委託料　　4,230千円
　　　・需用費（消耗品）　　30千円

○生活管理指導員短期宿泊事業
　基本的生活習慣が欠如しているなど社会適応が困難な高齢者に対して、ケアハウス
　等で一時的に宿泊し、生活習慣の指導や体調の調整を行います。
　委託先：ケアハウスみどり園
　対象者：65歳以上で、要介護・要支援認定を受けていない人
　　　・委託料　　73千円

3地域支援事業費 継続 総合相談事業 60 35 25 ○認知症対策委員会 国 39%
2包括的支援事 　琴浦町の認知症対策のため、町内外の関係者とのネットワーク構築、効果的な普及 県19.75％
　業・任意事業費 　啓発について意見交換します。（年2回開催） 町19.75％
2総合相談事業費 　　　・報償費（委員15人）　　60千円 保険料　

22.0％
3地域支援事業費 新規 生活支援・介護 1,909 1,115 794 ○生活支援コーディネーターの配置（新規）　　賃金　1,813千円 国 39%
2包括的支援事 予防サービスの 　在宅高齢者の生活をトータル的にサポートするコーディネーターを1名配置し、町内 県19.75％
　業・任意事業費 基盤整備事業費 　どこにどんな生活支援サービスがあり、どういった人が利用しているのかを把握しま 町19.75％
6生活支援・介護 　また、住民の意見を聞くため、部落の座談会等にも出席し、ニーズがありながらも 保険料　
　予防サービスの 　不足しているサービスを明らかにし、新たな生活支援サービスの開発や住民の自発 22.0％
　基盤整備事業費 　的な取組み（地域サロン等）の立ち上げ支援にも積極的に関わっていきます。

○地域包括ケア会議報償費（新規）　　報償費　96千円
　医療・介護・福祉等の他職種が協働し、高齢者の生活課題の解決を図るために、
　困難事例を含む個別ケース会議を開きます。
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所属：　　　福祉課

国・県支出金地方債 その他
4基金積立金 継続 一般管理 1 1 第１号保険料等の余剰分を基金として積み立てます。 繰入金
1基金積立金
1介護給付費準 　介護給付費準備基金積立金　1千円
　備基金積立金

5公債費 継続 一般管理 16,667 11,667 第5期財政安定化基金からの借入金の償還金です。 保険料
1公債費 　財政安定化基金第５期償還金　　11,667千円
1 元金
5公債費 継続 一般管理 1 1 一時借入金利子　　１千円 繰入金
1公債費
2利子
6諸支出金 継続 一般管理 250 250 納入済みの1号保険料について、死亡日以降の当該分を還付します。 繰入金
1償還金及び 　介護保険料還付金　240千円
　還付加算金 　還付加算金　10千円
1第1号被保険者

　保険料還付金

6諸支出金 継続 一般管理 1 1 国県支出金等の過年度分精算による返還金です。 繰入金
1償還金及び還
　付加算金 　国県支出金等過年度分返還金　1千円
2償還金
6諸支出金 継続 一般管理 2 1 1 一般会計への過年度分精算による返還金です。 繰入金
2繰出金 　一般会計繰り出し金　1千円
1一般会計繰出金 　過年度分返還金　1千円
　
7予備費 継続 予備費 7 1 6 予備費です。
1予備費 第三者
1予備費 　予備費　７千円

合　計 2,154,612 839,339 1,315,265 8
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